








【問題］】

令和6年度九州大学法科大学院入学試験問題

【商法・会社法】

次の文章を読んで、 後記の〔設問〕に答えなさい。

【設例】

甲株式会社（以下「甲社」という。）及び乙株式会社（以下「乙社」という。）は、 公開会

社である。 ただし、 甲社及び乙社は、 上場会社ではなく、 種類株式発行会社でもない。 甲社

と乙社は、 直接的な取引関係はなかったが、 長年にわたり友好関係を築いており、 約30年

前から甲社は乙社の発行済株式の5％を保有し、 乙社も甲社の発行済株式の5％を保有して

いた。甲社の本業は食品製造事業であるが、余裕資金を上場株式などで積極的に運用してい

た。 甲社の貸借対照表上の総資産額は約30億円であり、 実質的な総資産額もほぼ同じであ

る。 甲社の取締役は、A、B及びCであり、 代表取締役はA及びBである。Aは、 甲社の生え

抜きの従業員から取締役に就任した者であり、 甲社の食品製造事業を統括している。B は、

乙社の従業員として約20年間勤務した後で乙社を退社して5年前に甲社の取締役に就任し

た者であり、 甲社の資産の管理運用を担当している。

これまで甲社は、その保有する乙社株式について、乙社の取締役に友好的な識決権行使を

してきた。 ところが、 近年、 乙社の業績が悪化して剰余金の配当が打ち切られたため 、 乙社

の定時株主総会において、Aは甲社を代表して、 乙社の取締役の再任に反対する議決権を行

使した。 しかし、 乙社の取締役を再任する決議は成立した。

その後、Bは、 甲社の取締役会決議を経ることなく、 甲社を代表して、 甲社が保有する乙

社株式のすべて（以下「本件乙社株式」という。）を丙株式会社（以下「丙社」という。）に

譲渡し、 その対価である9000万円が甲社の銀行預金口座に振り込まれた。 従来、 甲社では

1億円未満の資産取引については取締役会に付議しなくてもよいとする慣行があった。また 、

本件乙社株式の公正な価値は、独立した第三者機関の評価によると、8000万円から1億5000

万円の範囲内であるとされている。丙社は、乙社に製品の原料を納入している会社であり、

乙社の従業員であった B とは以前から付き合いがあったが、 甲社とは日常的な取引関係は

一切なかった。 そのため 、 丙社は、Bが甲社の代表取締役に就任したことや甲社の大体の資

産規模については知っていたが、 それ以外の甲社に関する情報は知らなかった。

〔設問〕

Aは、 今後も本件乙社株式を保有し続けたいと考えていたため、 甲社を代表して、 丙社に

対し、 甲社が本件乙社株式の株主であることの確認を求めて提訴しようと考えている。A

の立場において考えられる主張及びその当否について論じなさい。 なお、 訴訟要件につい

て論じる必要はない。

（配点：30点）












